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おわりに

はじめに

実物以外の不動産取引は増加している。

当機構はそのエキスパートの田村幸太郎弁

護士に２年余の間に２度ご講演頂いた。
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特に証券化に関しては、当機構は譖不動産

証券化協会とともに「不動産取引用語事典－

７訂版」に200超の証券化用語を収録した。

最近の証券化商品についてのトラブルは余

り聞かないが、バブル期の海外集団投資物件

や過度に銀行主導の実物取引関連の訴訟は多

く、決着がついたのもつい最近のことが多い。

以下では、非実物を中心にしつつ、金融機

関と関係が深いという一点だけで敢えて「金

融的不動産取引」と括った例を挙げた。

１　銀行主導型　

実物でも銀行主導が強すぎて実需性に疑問

符のつく取引がある。バブル期は国民挙って

そういう事をしていた、とはいいすぎだが。

盧融資目的での宅地購入勧誘

最判2003年11月７日判タ1140号82頁

本誌2004年の59号ｐ52

1987年５月頃、Ｙ銀行のＡ行員は、Ｘに対

し、Ｙの融資により、分譲中の造成済み土地

１区画（「本件土地」）の購入を勧めた。

本件土地には、公道に通ずる私道（「本件

私道」）があり、私有地だが、登記は「公衆

用道路」。本件土地も本件私道の一部もＢ所

有。後者の一部が本件土地の前面道路であっ

た。

1987年７月、Ｘは、本件土地を1180万円で

購入する契約を締結し、Ｙから1200万円の融

資を受けた。

Ｘは、Ｃ（売りの媒介業者）から重要事項

説明書の交付を受けた。前面道路部分は、道

路位置指定がなく、本件土地は建築基準法43

条１項本文の接道要件不適合。Ｂ、Ｃの担当

者、Ａのいずれも、その旨を説明せず。

1994年５月、Ｂの死亡で前面道路は相続。

1996年６月、Ｃへ所有権移転。

Ｘは、1999年頃、建物を建築しようとした
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が不可となり、Ｃに道路位置指定への協力を

求めたが拒否され、高額買取を求められた。

Ｘは、Ｙに対し、Ａの接道要件不適合の説

明義務違反を理由に損害賠償請求をした。

２審高裁は説明義務を認め、Ｘの請求認容。

最高裁は以下により、原判決を破棄。

①信義則上、Ａの説明義務なし。

②前面道路部分は、契約時Ｂ所有で公衆用道

路。Ｂの道路位置指定への協力は、期待可能。

③本件土地の接道要件は、業法の重要事項。

Ｃがその説明義務を負い、Ａに義務なし。

④Ａに、法的義務違反・不法行為なし。

盪相続税対策

東京高判2005年３月31日金融・商事判例

1216号６頁　本誌2006年の63号ｐ38

1990年４月、81歳のＡは、相続税対策のた

め、居住地から遠い新潟市の賃貸住宅・敷地

を９億5000万円で購入。資金は、直前にＹ銀

行から合計10億円の借り入れで調達。

1991年８月Ａ死亡、妻Ｘと息子２人が相続。

Ｚ信用保証会社（Ｙ銀行の系列）は、2001

年11月６日、保証契約に基づく保証債務の履

行としてＹ銀行に約11億円を代位弁済。

2002年７月、Ｘらは本件不動産を１億7000

万円で売却、自宅不動産も１億3800万円で売

却し、求償金債務の一部弁済に充当。

Ｘは本訴で、Ｙ銀行担当者が相続税制の改

正について不説明の義務違反ありとして、債

務不履行又は不法行為により、損害賠償請求。

反訴は、Ｗ債権回収株式会社（Ｙ銀行系列。

Ｚから受託）がＸに、代位弁済による求償権

に基づき９億円弱の求償金の残額請求。

原審地裁はＸの本訴請求棄却、反訴認容。

Ｘらが控訴。２審は次のように判示。

ア Ｙ銀行のＡへの税制改正内容の不説明

は、消費貸借契約上の義務違反でない。

イ 契約はＡの相続税対策。賃料収入では毎

年3000万円以上の不足。相続開始後に不動

産の売却で債務を返済するほかないもの。

ウ 税制改正後「取得後３年内の被相続人死

亡→上記対策無意味」と知れば、借入しな

い。

エ Ａの持病を知らなくても、Ａの３年内の

死亡可能性はＹ銀行担当者も容易に認識

可。

オ Ｙ銀行担当者は、ウの内容を説明すべき

信義則上の義務あり。Ｙ銀行は、使用者と

して損害賠償責任あり。

カ　過失相殺は３割が相当。

キ　Ｙ銀行は、Ｘに対し、所要額を支払え。

蘯土地活用関連

大阪高判2007年9月27日　本誌2008年の69

号ｐ50

1989年頃、Ｘは、Ｙ１銀行のＡ１行員から

Ｙ２建築会社のＡ２社員を紹介され、土地活

用策として自宅兼賃貸用建物建築の提案を受

けた。自己資金は、所有地の北側部分（「本

件北側土地」）を売却し調達予定。

1990年６月、Ｘは、Ｙ２と建築請負契約を

締結。Ｙ１は建築資金をＸに貸付け、1991年

11月、本件建物は完成した。

建物は本件土地全体が敷地、本件北側土地

を売却すると容積率超過。本件北側土地は売

却できずに、返済遅滞。競売開始決定。

Ｘは、重要な情報提供を怠った説明義務違

反、不法行為等を理由として、Ｙ１・Ｙ２に、

融資残高から建物価格を差引いた３億3920万

円の支払いを求めて提訴。

２審高裁は、Ｘの請求棄却。

Ｘ上告。最高裁は、下により破棄差戻し。
3

ア 敷地の二重使用の問題は、借入れ等にあ

たって、きわめて重要な考慮要素。

イ Ｙ２には、敷地の二重使用の問題につい

ての説明義務違反がある。



ウ Ａ１に本件北側土地の売却可能性に関

し、Ｘへの説明義務が当然にあるとはいえ

ないが、本件ではＹ１に義務肯認の余地あ

り。

差戻審は、Ｙ１の調査説明義務も肯認。

ア Ａ２には、敷地の二重使用の問題、本件

北側土地の価格低下を説明すべき義務があ

り、Ｙ２にＸの損害を賠償すべき責任あり。

イ Ａ１の行為についての評価は下。

ａ Ｘは、Ａ１のプラン説明で、本件北側土

地を売却すれば自己資金の捻出可能と考え

た。

ｂ Ａ１には、法規制適合性の有無等をＡ２

と十分調査してＸに説明すべき義務あり。

ｃ Ａ１の行為は説明義務違反→Ｙ１の責

任。

ウ Ｙ１・Ｙ２による説明義務違反と相当因

果関係のあるＸの損害は、4500万円と認定。

盻概観

盧は、盪、蘯より実需性は高い。それなの

に、最終的には認められなかったものの、宅

建業者並み（？）の説明義務が争われた。

盪、蘯も一応通常貸付の範疇ではあるが、

借入動機である税法の規定、実需性、借り手

の素人性等、後の金融商品の適合性原則とも

類似する事に関し、説明義務違反が争われた。

２　国内の小口化商品（信託抜き）

盧ケース

東京地判2003年３月25日判時1830号72頁

1988年～1991年にかけ、法人Ａ（社長Ｙ１）

は、「オーナーズシステム」と称し、ホテル

等の１室の共有持分販売。物件は、購入者が

Ａの子会社Ｂに賃借。Ａは賃料を保証。

1989年に京都市内のホテルを建築し、１口

500万円又は1000万円で販売し、Ｙ２信販会

社が投資家にローン供与。

Ａ、Ｂともに1992年に破綻、最後は破産。

購入者Ｘらは、Ｙ１、Ｙ２に対し、Ｙ１の

財務状況についての詐欺、Ｙ２のＡに対する

共同行為性、を主張し、共同不法行為による

損害賠償請求。

Ｙ１、Ｙ２は、反訴で、Ｘらに対する貸金

返還・借入保証に伴う求償金等請求。

裁判所は、Ａの販売行為を詐欺と認定し、

Ｙ１に賠償義務認定。他方、Ｘら→Ｙ２の請

求棄却。Ｙ２→Ｘらの貸金返還・求償金支払

い請求を認容。

盪概観

この会社「高野敏男商店」は、破綻直前ま

でＴＶＣＭしていた記憶がある。説明義務違

反よりひどい、財務状況「詐欺」となったが、

事業と一体的な（？）ローンは有効とされた。

社長個人への賠償請求は認容されたが、取

立ては実際に可能だったろうか。

１の個人は専ら借り手だが、２、３、５で

は節税のために「投資家兼借り手」となる。

３　国内の小口化商品（信託付き）

盧東京地判2002年１月30日金融法務事情1663

号89頁

法人Ｘの元社長甲は、1989年３月、不動産

会社Ａから、東京・銀座所在のビルの一部の

階の共有持分1/32を代金約１億円で購入。こ

の際、Ｘは甲に１億円融資。

甲は、即日Ｙ信託銀行と信託契約締結。

甲は、1991年頃、Ｙの担当者乙に、契約解

除、第三者への譲渡を打診したが、前者は10

年間解約禁止につき不可、後者も拒否された。

甲は、1992年３月、信託契約を解除し、持
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分権をＸに譲渡（この解除は認められ、この

際Ｘからの借入金全額弁済）し、ＸはＹに対

し、上記同様に信託設定した（この際ＸはＹ

から6000万円借入）。

Ｘは、1999年３月、持分権をＡに対して

2810万円で売却。

Ｘは、上記低額売却による損害は、甲への

勧誘時に、Ｙの担当者の説明義務違反＝不法

行為があり、使用者責任によりＹに損害賠償

義務ありとして、2000年に提訴。

裁判所は、途中解約禁止は信託法上の原則

に反し異例、乙にはリスクについての説明義

務違反ありと認定。甲の過失相殺４割認定。

盪東京地判2004年８月27日判時1890号64頁

Ｘら12人は、1987年10月～1988年５月に、

Ｙ１所有の不動産の共有持分権1/42を購入す

る際に、Ｙ２信託銀行と12年間の信託契約設

定し、受益権譲渡を原則禁止。Ｙ２はＹ１に

一括賃貸し、管理委託。

1992年～1997年にかけ、Ｙ２は６件の受益

権譲渡を認めたが、Ｘらはその機会を与えら

れなかったとして、Ｙ１、Ｙ２に対し、説明

義務違反を理由とする債務不履行に基づく損

害賠償請求を2001年に提訴。

裁判所は、Ｙ２の説明義務違反、信託法上

の公平義務違反、信託契約上の善管注意義務

違反、Ｙ１とＹ２の説明義務違反について、

いずれも否定。棄却。

蘯東京地判2004年11月２日判時1896号119頁

ア 薬用酒会社の社長Ｘ（74歳）は、1990年

４月、ゼネコンＹ１が施工した大型の賃貸

用建物とその敷地の1/85を、Ｙ１の子会社

Ｙ２の媒介で、１口１億円109万円余で購

入。

イ 提携ローンは、銀行Ｙ３が実施。ＸはＹ

３から9000万円借入。最終返済日2005年５

月。Ｙ４がＡに対し、Ｘの債務を連帯保証。

ウ 購入者は持分を出資して任意組合を設立

し、理事長にＹ１の子会社Ｙ５（管理業者）。

理事長は組合を代表し不動産を信託。

エ 信託銀行→Ｙ１が一括賃借→テナント

オ 配当は年２回。10年後以降に物件売却。

共有持分の任意処分禁止。

Ｘは、Ｙ１からＹ５に対し、素人の高齢者

にはこの商品購入の適合性がなく、説明義務

違反あり、として損害賠償請求及び債務不存

在確認請求。

裁判所はＸの請求棄却。

盻大阪地判2005年7月21日判時1912号75 頁

本誌2006年の65号ｐ46

Ａ社は1991年３月、大阪市中心部に本件ビ

ルを新築し、投資用に設定。仕組みは以下。

共有持分の170分の１を１口とし、Ｙ信託

銀行を通じ約１億円で売却。購入者がＹと約

12年間の信託契約を締結。Ａがビルを一括賃

借、他に賃貸。Ｙが賃料から諸経費等を引い

た額を配当。信託終了時には、ビルの売却代

金を購入者に配当。

1990年8月、法人Ｘは、１口を代金約１億

円、手付金500万円で購入。翌年３月引渡し。

４月にＹと不動産管理・処分信託契約を締

結。

Ｘは信託終了までに約1159万円の配当受

領、売却代金等からの配当通知は約812万円。

ＸはＹに対し、次のように主張。

ア Ｙの担当者はＸに対し、安定配当と満了

時の売却益等を説明。断定的判断、元本保

証。

イ Ａは1993年１月、持分170分の100を約

100億円で第三者に売却。一括賃借人の地

位もＹに譲渡。Ａの信託契約からの離脱を

Ｙが承諾することは契約違反。

ウ イの際、ＹはＡに約100億円を回収させ



損失を回避させた。ＹはＸに対しても、本

件物件を１億円で処分させる義務あり。

エ 購入価額－配当金＝約8114万円　の損失

分の支払請求。

裁判所は請求棄却。理由は下記。

ア 断定的判断の提供、元本保証は認められ

ず。

イ Ａを一括賃借人にしないと義務違反、と

はならず。信託期間満了時に物件を一括処

分と記載することは、Ｘ主張のような有利

な時期に処分するとの説明ではない。

ウ Ｘは、Ａが持分170分の100を売却した際、

Ｙが当該第三者に対し損をさせないことを

保証し、Ｙの関連会社へ約100億円で処分

することを認めたと主張するが、証拠なし。

眈概観

盧と盻の信託銀は同じだが、盧の説明義務

違反認定は、盪、蘯、盻で追随されなかった。

蘯では適合性原則違反の主張もあったが、認

められず、説明義務違反なしとした。
4

２と違い、詐欺と認定されるような行為で

はないが、損失は出た。

４　海外不動産の単独取得

単独取得例を見ると純投資もある。金融機

関主導はなく、５との比較に意味がある程度。

盧経営型

東京地判1997年３月19日判タ961号204頁

本誌1998年の40号ｐ88

買主がホテル業者のため、海外ホテル買収

のコンサルティング契約に関し、コンサルタ

ント業者の債務不履行なしと認定。

盪純投資型

①東京地判1998年１月23日判タ991号206頁

本誌1999年の43号ｐ76

ハワイの土地売買に関し、日本在住の英語

を話せない買主に対し、著しく高額に売った

場合の媒介業者、売主の説明義務違反認定。

損害賠償請求認容。

②東京地判1998年７月13日判時1678号99頁

本誌1999年の44号ｐ65

米アトランタ市のモーテルを買った者から

媒介業者兼現地管理受託業者に対する、説明

義務違反、現地常駐約束違反を理由にした損

害賠償請求に関し、被告会社及び役員の責任

を認定。

蘯概観

①宅建業法不適用

実物だが、宅建業法は国外不適用である。

②説明義務違反

業法外でも、売主・媒介業者の説明義務違

反による損害賠償請求は可能である。

盪①は投資家の素人性評価が主因か。

５ 海外不動産の集団投資スキーム

盧大阪地判1997年５月29日判タ960号166頁

1990年９月、ＸはＹに対し3000万円を融資

した。Ｘが開発した海外不動産小口化商品へ

の投資資金への融資で、投資者はＸの子会社

Ａと匿名契約を締結して投資する。

Ａは米カリフォルニアのリミティドパート

ナーシップ（以下「ＬＰＳ」）に投資してテ

ナントビルを購入し、一部賃貸し、賃料収入

を投資者に分配し、投資家は借入利息を損金

処理するという節税商品である。

相場の変動により出資価額が低下し、Ｙが

５回目の支払いを拒絶したので、Ｘが貸金返
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還請求。Ｙは、錯誤無効の主張。

裁判所は、Ｙは仕組みを理解しており、錯

誤無効なしと判示。Ｘの請求認容。

盪東京高判1999年２月23日判タ1072号188

頁（←東京地判1998年１月14日） 本誌

2002年の52号ｐ85

Ｙは、1990年、米シアトル市の計124戸の

アパートの40分の１の、同州法のtenancy

in common（日本の共有持分権に近い）を、

Ｘら（医師、大企業社員等）に、運用利回り

が魅力的で節税効果のある商品として、１口

25万ドル（約1000万円の自己資金があれば、

残りは提携ローン利用可）で販売。

販売はＹら出資のＡ社に担当させ、運営・

管理は、Ａの100％子会社の現地法人が持分

権者から一括借受けし、第三者に賃貸した。

1997年、土地下落＋為替変動で、25万ドル

→17万ドルに。利回りも借入利息以下になり、

Ｘらは、Ａの勧誘行為に虚偽あり、Ｙとの契

約の錯誤無効、不法行為での損害賠償請求。

２審は以下のように判示し、請求棄却。

ア 商品の価格設定、価格の上昇の可能性、

アパートの入居率に関し、虚偽説明なし。

イ Ｘらは医師、大企業社員等で、商品の購

入に関する適格性なし、とはいえない。

ウ 商品の権利内容、収益性、資本の回収可

能性につき購入者が理解するに足る説明あ

り。

蘯大阪地判1999年３月24日判時1737号59頁

本誌2001年の49号ｐ93

Ｙ社は、米ボストン市の不動産（1915年建

築のビル、敷地）を購入。これを賃貸し、一

定期間経過後に売却して益を売ることを目的

とするＬＰＳ制による不動産小口化商品開

発。日本人に販売。

出資の構成は、ジェネラルパートナー（以

下「ＧＰ」 無限責任　22万ドル余）とＬＰ

（有限責任１口205万ドル余×11口）。

ＬＰの205万ドル余の構成は下。

ａ 自己資金53万ドル弱

ｂ 54万ドル余はＹ→ＬＰへ貸付

ｃ 98万ドルは、本ＰＳがＹの米子会社から

円建てで借り入れ、返済不能時に各パート

ナーが債務承継。

1989年９月、Ｘ（歯科医師　国内外マンシ

ョン投資経験あり）は１口出資。賃貸収入は

伸びず、1991年10月分が最後の配当。

1998年７月、物件売却。3432万円余の借入

金残があり、ＹはＸに対し、307万円余請求。

Ｘは、Ｙに対し、不法行為により、借入分

の出資金等の請求及び借入分の債務不存在確

認請求。Ｙは、反訴により貸付金返還請求。

裁判所はＹの反訴請求認容。

ア Ｘに投資経験あり。Ｙの勧誘は違法でな

い。

イ　Ｙは説明義務違反なし。

ウ Ｙは投資対象の選定に関し、調査義務遂

行。

エ　Ｙの「見込み」説明は、「外れた」だけ。

盻東京地判2000年８月29日判タ1055号193頁

本誌2001年の50号ｐ90

総合商社Ｙ１は、1990年３～５月、米ＮＹ

市の不動産に対するＰＳ（ＮＹ州法によるＬ

Ｐに対し別なＰＳを通じて出資）を通した投

資勧誘を、Ｙ２銀行の顧客であるＸ１～Ｘ５

（メーカー等）に実施。節税効果等が眼目。

1990年６月、Ｘらは、それぞれ231万ドル

余を出資。Ｙ２は、Ｙ１の顧客確保成功によ

り、契約に基づき報酬受領。

1999年３月、ＰＳは持分売却、損失発生。

Ｘらは、Ｙ１の説明不十分、信義則上の説

明義務違反、Ｙ２とＹ１の共同不法行為責任

を主張し、持分の売却損と借入金利子等総額
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７億6000万円弱＋839万ドル余を請求。

裁判所は以下のように判示し、Ｘら敗訴。

ア　ＸらとＹ２の間に利益相反なし。

イ　Ｙ２の行動は、銀行として許容される。

ウ Ｙ２の説明義務は投資家の状況により異

なるが、本件では説明義務違反なし。

眈概観

①業法との関係

盪の物件は日本の実物に相当するが、他は

ＬＰへの出資分の取得。４蘯①に加え、二重

に業法外。

②投資行動　

ア　事業主体

1991年８月に破綻（負債2777億円）したマ

ルコーが最も有名。
5 6

イ　説明義務と適合性原則

昨秋の金融商品取引法施行後、勧誘時の適

合性原則適用に対応するため、一般投資家へ

の元本割れの可能性のある商品の販売活動は

非常に慎重になったという。

今更だが、適合性原則のポイントは、商品

の性質と客の資質の双方にある。

原則の内実には変遷があろう。今を基準に

過去を裁いていいのか不明だが、５とほぼ同

じ時期の法人の株価指数オプション取引に関

し、証券会社に適合性原則違反ありとする最

近の最高裁判決（2005年７月14日）はある。

ウ　物件選択

蘯は大都会中心部の風格あるビル。地震も

ない。カリフォルニア州は地震があるが、倒

壊可能性ありの商品設定はないだろう。

エ　投資時機

「安値で買い高値で売る」が商売の基本で

あり、1990年の買いは米でも高値掴みである。

直後に市況下落が始まり、ドルも144円

（1990年の年平均）→94円（同1995年）。

物件は1998年頃に売られた。丁度円安

（130円）期で、円安は長銀等の破綻による日

本不信によるものが大きい。投資家の財務悪

化、（折角の）円安、米の市況への悲観、が

見切りの３大要因か。

しかし、市況はまさにその頃底打ちし、

2007年のサブプライムローン危機までは、長

い回復期となった。説明義務履行のレベルが

どうであっても、1996年購入→2006年売却

なら、上のような損失はでなかったのではな

いか？

以上、誰も傾聴しない素人の後講釈である。

６　証券化の周辺事例

盧ケース

大阪地判2006年５月30日　金融・商事判例

1262号38頁　本誌2007年の67号ｐ72

2003年12月、Ｘらは、買主Ｙ１（ＳＰＣ）

と、京都市内の不動産の売買契約。７億7286

万円余（税込み）、支払期日2004年２月20日、

手付金2000万円、違約金20％。

2004年１月、会計士Ｙ２はＹ１の取締役に。

翌月18日、Ｙ１はＸらに対し、決済代金の

一部に予定していた優先出資が調達できず、

代金決済の猶予を申し出た。

Ｘらは拒否し、２月27日までに不払いなら

契約解除との意思表示をしたが、期間徒過。

Ｘらは契約解除、違約金請求。

Ｘらは契約の債務不履行について、Ｙ２に

対し違約金同額の損害賠償を請求。

裁判所はＸの請求を一部認容した。

①２月21日の、２月27日までに支払えとの催

告は、高額でも相当の期間を定めた催告。

②Ｘらは履行準備済み。Ｙ１は２日前に決済

不能を通知。Ｙ１の同時履行の抗弁権なし。

③資産流動化法では、取締役はＳＰＣの業務
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執行機関。計画作成に関与する権限あり。

④一方、ＳＰＣの資産流動化計画作成に、取

締役の実質的関与は通常期待されず。

⑤Ｙ２の就任時期等から、Ｙ２に計画策定へ

の実質的関与は期待されず。任務懈怠なし。

⑥Ｙ１への請求認容。Ｙ２への請求棄却。

盪概観

ＳＰＣの取締役は会計士が多い。
7
ＳＰＣ

が資金調達出来なかったので、売主が違約金

を請求したが、資力のないＳＰＣに加え個人

資産のありそうな取締役も相手にしたとこ

ろ、後者は否定された事例である。

説明義務以前で、投資家の損失はない。

７　証券化商品関連の行政処分

盧処分
8

①2006年４月５日金融庁の業務停止命令

ＪＰモルガン信託銀行　証券化の際信託さ

れた不動産数百件に関し、無審査で違法建築

や評価をかさあげした物件を受け入れ。半年

間業務停止命令。

②2006年４月26日金融庁の業務停止命令

新生信託銀行　①とほぼ同様な理由。１年

間業務停止命令。

③2006年７月21日金融庁の業務停止命令

オリックス・アセットマネジメント　投資

法人資産運用業　審査不十分のため、違反建

築物件・貸付面積未確認の取得、不十分な鑑

定評価に基づく取得、ＰＣＢ含有設備付き取

得。３月間業務停止命令（８月、媒介行為の

宅建業法違反で国土交通大臣が指示処分）。

④2007年３月13日金融庁の業務停止命令

ダヴィンチ・セレクト　投資法人資産運用

業　善管注意義務違反で過大な鑑定評価の資

産取得。３月間業務停止命令。

盪概観

商品の価値を左右するものもあるが、
9
投

資家からのクレームがなければ、トラブルと

はいえないのだろう。
10

おわりに

新法制定前でも2000年以降のトラブルは稀

である。上記判例の意義は既にないというの

なら、それは逆に一般投資家には朗報か。
11

が、そう簡単なのか。トラブルがない理由

が市況堅調であるなら、昨年夏以降のリート

市場の急落はどう影響してくるか。
12

１　2005年の第69回講演会「不動産取引をめぐる最

近の法環境の変化－現物不動産取引と受益権売

買－」と2008年の第76回講演会「金融商品取引法

施行と不動産業」

２　先生の多彩な活躍の一端に過ぎないが、本稿で

紹介した中に勝訴の担当事件がある。

３　最判2006年６月12日金融・商事判例1251号13頁

本誌2006年の65号ｐ74

４　適合性原則は1974年の大蔵省証券局長通達が初

出。1992年に旧証取法で法令化された。

５　不動産特定共同事業法制定の契機である。1000

人超の投資家が子会社相手に損害賠償請求。総額

７億５千万円支払いで和解。

６　1994年の当機構第31回講演会「不動産業の倒産

と消費者保護の可能性」（講師：番場）。

７　前掲注１の2008年講演会では、１人の会計士が

2000余社の取締役就任と紹介された。

８　ファンドのビルはテナントも審査対象、風営法

対象店舗に当局は慎重という。営業者の暴力団と

の関係への懸念、又は「占拠率大→ビルのグレー

ド低下→収益低下」が理由か、

９　アナリストも容易には把握できない。2006年２

月の社会資本整備審議会不動産分科会に７盧③の

ファンド関連の資料があったが、５月後の処分を

予期させるものでなかった。
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10 日本証券業協会は、2009年春にも、証券化商品

の情報開示を強化する証券・銀行業界の自主規制

を導入するという。2008年３月21日付け日経新聞

朝刊

11 2008年３月10日、ファンドへの出資金騙取の詐

欺容疑で、会社社長が逮捕された。最初は投資不

動産を購入していたが、2002年６月以降購入せず、

出資金を配当に充てていた。2008年3月11日付け

読売新聞　詐欺師には説明義務強化も無意味か。

12 詐欺でないファンドでも倒産することはある。

2008年３月21日付け朝日新聞関西版
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